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「IBM社の事業区分（セグメント）
別報告(1982年から1987年まで）に
関する収益性分析」
末政芳信
1. はしがき
IBM社のセグメント情報の開示状況について，先の拙稿で取上げたよう
(1) 
に，その年度的特徴をいくつかの段階に分けて整理することができる。それ
らのうち，本稿の主題である1982年度から1987年度までの6ケ年間の事業区
分（セグメント）別報告についての特徴を，要約的に再述すると，次の如く
である。
株主宛年次報告書 (AnnualReport)の財務諸表におけるセグメント情報
の開示に関して，その特徴は
(1) 1982年度は，セグメント情報の開示を，「地域別区分」明細表の開示の
みにとどめ，「事業区分別」の明細は示されなかった。
(2) 1983年度から 1985年度にかけての3ケ年間は，「地域区分」明細表を第
1順位として配置し， 「事業区分別， ならぴに製品・サービス分類別，総
収益」明細表（収益形態別の内訳明細のある詳細なもの）を第2順位に示
している。
(3) 1986年度から 1987年度にかけての2ケ年間は，「事業区分別， ならぴに
製品・サービス分類別，総収益」明細表（収益形態別の内訳明細を伴わな
(1) 拙稿「IBM社におけるセグメント別財務報告 (1982年から1987年まで）」関
西大学商学論集第33巻第6号（乎成元年2月）。
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い簡単なもの）を第1順位として配置し，「地域別区分」明細表を第2順
位に示している。
以上のように， 1982年度から 1987年にかけての6ケ年間においては，「事
業区分別」明細表についての基本的取扱いが1977年から1981年までのそれと
相遮していると思われる。
さらに，考態しなければならない点は， 1977年度から1981年度までのセグ
メント情報の開示の基本的姿勢が積極的であったが， 1982年度以降はその開
示姿勢が消極的とみられることであろう。
それは，「事業区分別」のセグメント情報の開示について， SFASNo.14 
の各条件に該当しないとの立場から， 1977年度以降， 1987年度にかけて特別
な事情の変更がないにもかかわらず，開示項目を縮少し， 1983年度の年次報
告書以降，収益項目のみに限定されたことである。 1977年度から1981年度に
かけての5ケ年間は，収益項目の外，営業利益 (operatingincome), 固有
資産 (identifiableassets), 固定資産投資 (capitalexpenditure), 減価償
却費 (depreciationexpense)の各項目が開示されていた。
それ故， 1982年度から1987年度にかけての6ケ年間について，その「事業
区分（セグメント）別報告」の収益分析を行う場合，まずこの点に注目しな
ければならない。 1977年度から1981年度にかけては，資本利益率，売上利益
率，資産回転率を中心にした形での種々の収益性分析を試みることができ
(2) 
た。しかし， 1982年度以降については，セグメント別営業利益の開示もな
く，売上営業利益率の算出すらセグメント別には困難である。それ故，セグ
メント別の収益性分析はセグメント別収益のみを中心にした分析にならざる
をえないであろう。
このように，限定されたセグメント別収益情報を中心にした分析が，投資
家等の外部利害関係にとってどのような意味をもつものか，限られたセグメ
(2) 拙稿「資本利益率分析によるセグメント業績の評価ーIBM社の事業区分（セ
グメント）別報告 (1977年から1981年まで）の分析ー」関西大学商学論集第35
巻第4号（平成2年10月）。
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ント別収益情報を中心に具休的な収益性分析を行い，その特徴ならぴにその
限界等を考えることにしたい。しかし，その場合，損益計算書における区分収
益別の売上粗利益等の情報をも，できる限り事業区分セグメント別の収益情
報と関連づけることが可能なれば，それらの関連分析を考慮する必要がある。
2. 1982年度から1987年度までの事業区分（セグメント）
別報告の概要とその関係数値
先にふれたように， 1982年度の株主宛年次報告書 (AnnualReport)の中
では，事業区分（セグメント）別の明細表は開示されていなかった。しか
し，この年度の SEC宛提出のForm10-K (pp.1-3参照）では， Regulation
(1) 
S-Kの要求に従った形で，支配的セグメント (dominantsegment)である
“情報処理システム・セグメント”における同種製品 (similarproducts) 
を分類する目的で，“同種製品ないしサービスの各主要な種類 (eachsignifi-
cant class of similar products or services)"によって貢献された総収益
の額 (theamount of gross income)を，事業区分セグメント (industry
segments)に関する情報として表示している。なお，この情報に関連して，
1982年度以前は米国外事業に対するこの種の情報が経営者 (management)
に要求されていなかったためとして， 1982年度では，この種の情報の連結上
の合計数値は示されていない。
(2) 
この情報は次の“事業区分別， ならぴに製品・サービス分類別，総収益
(Gross Income by Industry Segments and Class of Similar Products 
or Services)"の明細表であるが， Annual Reportには表示されていなか
った。これは Form10-Kのための明細表であることに注意を要する。
この明細表は次頁の第1表の如くである。この第1表の原文は英文による
ものであり，それを日本文に直した。
(1) Rule 14a-3 of Regulation 14Aに準拠して， Item101 of Regulation S-K, 
Paragraph (c) (l)(i)による。
(2) この訳語は， IBM社の株主宛年次報告書の1983年版に使用されている。
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上記の明細表の形式が， 1983年度からは株主宛年次報告書における財務諸
表の一部分としての明細表として開示されることになった。
1983年度版（日本語版）の財務諸表の一部分として，セグメント情報の個
第1表事業区分別，ならびに製品・サービス分類別，総収益
（単位：百万ドIレ）
情報処理：
プロセッサー：
比：：：：：：：：．：：：：：：：
周辺機器：
売上・・．．．．．．．．．．．．．．．
賃貸料・．．．．．．．．．．．．．．．
オフィス・システム／
ワー クステー ション：
：贔：：：：：：：：：：：：：：：
プログラム製品・．．．．．．．．．．．．
保守サービス・．．．．．．．．．．．．．
その他の事業
比：：：：：：：：：：：：：：：
サービス・・．．．．．．．．．．．．
フェデラル・システムズ：
売上・．．．．．．．．．．．．．．．．
サービス・．．．．．．．．．．．．．
その他の事業：
連結
1982 
総収益
1982 
米国のみ
1981 1980 
4,203 2, 765 2,121 
1,086 1,055 1,066 
5,289 3,820 3,187 
1,694 1,204 808 
2,876 2,523 2,193 
国立笙 3,001
2,206 1,796 1,455 
1,430 1,227 996 
3,636 3,023 2,451 . 
935 590 383 
2,227 1,797 1,413 
858 679 595 
481 530 563 
113 151 132 
1,452 旱 1,290
努 1立 19 14,317 11,725 
753 753 690 635 
迎 105 29 12 
858 858 719 647 
売上................. 67 60 51 53 
サーピス・............. 1 1 1 1 
68 61 52 54 
合計……………………...i 34,364 19,028 15,088 12,426 
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所で示されたこの種の明細表を引用すると，次の第2表の如くである。
第2表では， 1983年度と1982年度の数値が比較表の形で表示されている。
第2表 事業区分別，ならびに製品・サービス分類別，総収益
連結 米国のみ
（単位：百万ドル） 1983年 1982年＊ 1983年 1982年＊
情報処理：
プロセッサー
売上・・・・・・・・・・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 9,046 7,784 4,908 4,203 
賃貸料・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 1,692 2,363 711 1,086 
10,738 10,147 5,619 5,289 
周辺機器：
売上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6,205 3,311 3,669 1,717 
賃貸料・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 4,778 5,371 2,533 2,917 
10,983 8,682 6,202 4,634 
オフィス・システム／
ワークステーション：
売上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5,752 3,667 3,667 2,278 
賃貸料・・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 2,275 2,778 1,295 1,498 
8,027 6,445 --4-,962 3,776 
プログラム製品・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 2,302 1,693 1,288 935 
保守サービス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4,577 3,940 2,6~3 2,230 
その他の事業：
売上・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 1,181 1,238 778 768 
賃貸料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 485 609 278 372 
サービス・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 648 689 135 110 
2,314 2,536 1,191 1,250 
38,941 33,443 21,859 18,114 
フェデラル・システムズ：
売上・・・・・・・・・・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 1,028 753 1,028 753 
サービス・・・・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 148 105 148 105 
1,176 858 1,176 858 
その他の事業：
売サ上ー・ビ・.ス.・.・.・.・.・.・.・.・.・.・.・.・.・.・.・.・. ・・.・.・.・.・1 62 62 55 55 
1 1 1 1 
63 63 56 56 
合計.....・・・・・・・・・・・ 40,180 34,364 23,127 19,028 
*1983年の表示と一致させるため組替えて表示している。 IBM 1983年度年次報告書 41
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この表では， 1982年度のForm10-Kの明細表では未記入であった連結上の
数値も追加的に算出され，米国のみの分に附加され， 2ケ年間の比較が容易
となっている。
1984年度版の株主宛年次報告書では，基本的には， 1983年度版と同じ内客
の開示を行っているが，この種の明細表は1984年度， 1983年度， 1982年度の
3ケ年比較の表示となっている。
1985年度版， 1986年度及び1987年度も同じく 3ケ年比較の表示になってい
るが，その数値は各年度版において，その当該報告基準年度を中心にして，
それと比較可能なように，前年度，前々年度の数値について修正再表示
(restate)されているケースにも注意しなければならない。さらに， 1983年
度版， 1984年度版及び1985年度版の明細表と， 1986年度版， 1987年度版の表
示内客が異っていることにも注目しなければならない。
そこで， 1982年度から1987年度までの 6ケ年間の数値を，比較分析するに
当って，次の二つの点を考慮しなければならない。
そのー は， 1982年度から1985年度にかけての4ケ年間の表示内客と， 1986
年度及び1987年度の表示内容の相遮についてまず考える必要がある。
その二は，同じ内容項目について各年度の数値をどのようにしてとらえる
かの問題である。それはどの年度版の株主宛年次報告書からどの年度数値を
引出し利用するかであり，同一年度分の数値についても次年度版又は次々年
度版で restateされ， その金額が変ってくる場合もあるからである。 SEC
へのForm10-Kにしても， 当該報告年度と前年度及び前々年度の 3年間の
比較を基本にしており， 4ケ年以上の長期間比較は腹接対象にしていないよ
うに思われる。従って，厳密な意味では， 3ケ年比較を妥当な原則としてい
るものとも考えられる。
上記の点を考慮して， 1982年度から 1987年度までの 6ケ年を比較する場
合，どのようにして具体的な数値を使用するかは難しい問題である。ここで
は， 1987年度と1985年度の表示内容の相遮に注目して，まず， 1987年度版の
株主宛年次報告書により， 1987年度と 1986年度の数値を利用することにし
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た。次いで， 1985年度版のそれにより， 1985年度と 1984年度の数値を利用
し， 1983年版のそれにより， 1983年度と1982年度の数値を引用することにし
た。結果的に， 1年おきの各年度版のそれにより，当該年度と前年度の2ケ
第3表事業区分別，ならびに製品・サービス分類別，総収益
連結 米国のみ
（単位：百万ドル） 1985年 1984年t1983年t1985年 1984年t1983年t
情報処理：
プロセッサー：
売上・・・・・・・・・・・・............ 11,647 11,014 9,002 5,649 6,066 4,910 
賃貸料・.................... 488 905 1,651 145 346 685 
12,135 11,919 10,653 5,794 6,412 5,595 
周辺機器：
売上…….................. 110,325 8,068 6,418 6,110 5,0151 I 3,841 
賃貸料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2,351 3,584 4,717 1,227 ~ 些 2,547 
I 12,676 坦眩旦彗 7,337 _§_涅翌 6,388 
オフィス・システム／
ワークステーション：
売上・・・・・・..................I 9.557 8,300 5,659 5,656 5,415 3,578 
賃貸料・・・・・・・・............. 976 1,655 2,256 489 889 1,2.5.4 . 
10,533 9,955 7,915 6,145 6,304 4,832 
プログラム製品・.............. _1.,1歴 3,197 2,302 2,176 _1立堡1__L1埜
保守サービス・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6,103 5,266 4,577 3,666 3,106 2,633 
その他の事業：
売上・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 1,363 1,180 1,105 
8195 8 
762 693 
サービス・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 650 620 648 167 135 
賃貸料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 301 435 606 178 252 331 
2,314 2,235 2,359 1,271 1,181 1,159 
47,926 44,224 38,941 26,389 25,666 21,895 
フェデラルシステム：
売上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1. 439 1. 123 1,028 1,439 1,123 1,028 
サービス・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 618 522 148 : 618 522 148 
2,057 旱 5i 1,176 2,057 1,645 1,176 
その他の事業： ， 
売上・・.. . . . . . . . . . . . . . . 73 68 i 631 65 60 56 
合計・・・・・・・・・1 so.os6 45,937 ＇ 4―0,1-8一0 28,511 27,371 芦
↑ 1985年の表示と一致させるため組替えて表示している。 IBM 1985年度年次報告書 43
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年間づつの数値を利用することになるのである。
そのため， 1985年度版（日本語版）の財務諸表の一部としての明細表を示
すと，前頁の第3表の如くである。さらに， 1987年版（日本語版）の財務諸表
の一部としての明細表を示すと，次の第4表の如くである。
第4表事業区分別，ならびに製品・サービス分類別，総収益
連結 米国のみ
（単位：百万ドル） 1987年 1986年 1985年*1987年 1986年 1985年＊
情報処理：
プロセッサー・．．．．．．．．．．．．．． 13,989 13,161 12,081 5,374 5,499 5,794 
周辺機器・．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 10,591 11,264 12,658 4,822 5,573 7,307 
ワークステーション…••• 10,429 9,429 10,551 4,890 4,662 6,145 
保守サー ビス………...... 7,691 7,413 6,103 3,688 4,016 3,666 
プログラム製品………… 6,836 5,514 4,165 2,817 2,367 2,176 
その他........................ 2,376 2,280 2,368 1,050 1,064 1,301 
51,912 49,061 47,926 22,641 23,181 26,389 
フェデラル・システムズ…… 2,238 2,121 2,057 2,238 2,121 2,057 
その他の事業……………….. 67 68 73 58 60 65 
合計・．．．．．．．．．．．．．．．． 54,217~ 皐 50,056~25,362 28,511 
＊この年の数宇は1986年度に修正組替え表示されている（筆者）。 IBM 1987年度年次報告書 41
1983年度版の第2表， 1985年度版の第3表をみるときには，前述の如く，
restateされたことが， 明細表の末尾における注記の説明で明記されている
点に注意する必要がある。
最後に， 1982年度より1987年度までの6ケ年間の比率分析を容易にするた
め，上記の第2表，第3表及び第4表から，該当する必要な数値のみを一表
にまとめることを考えた。しかし1987年度版の第4表では，売上，賃貸料，
サービス等の収益形態別の内訳明細が示されていない。そこで，統一的な内
容での 6ケ年間の比較表は，収益形態別の内訳明細を示さない要約的ものに
ならざるをえなかった。そのような考え方から作成したものが，次の第5表
である。
なお，第5表では，あとの分析を考慮して，筆者の考えにより，特に「米
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国外」，「米国」及び連結分の「計」の三欄に区分した一覧表とした。
さらに，そこへ1982年度から1987年までの 6ケ年の単純平掏した数値をも
付することにした。
さらに第5表における製品・サービス別分類についてみることにする。
1982年度版から1985年度版におけるその配列順序は，情報処理：① プロセ
ッサー ③ 周辺機器。⑧ オフィス・ ンステム／ワークステーション。 ④ 
プログラム製品。⑤ 保守サービス。⑥ その他の事業。となっていたが，
1986年度版から1987年度版にかけては，情報処理：① プロセッサー。③
周辺機器。⑧ ワークステーション。④ 保守サービス。⑤ プログラム製
品。⑥ その他。に変ってきている。第5表では， 1987年度版の配列順序に
従ったが， ワークステーションはオフィス・システム／ワークステーション
として表示している。
なお， 1981年度までは情報処理事業として，① デーク・プロセシング。
③ 事務器。③ フェデラル・システム。の3区分であった。しかし， 1982
年度以降， フェデラル・システムは「情報処理：」とは別個に，その次に別
の区分として配列表示されている。
1981年度以前の分類と1982年度以降の分類との相遮点について，セグメン
ト別財務報告の説明に従い，整理すると，次の如くである。
◎デーク・プロセシング， プロセッサー
◎事務機
一周辺機器
ー保守サービス
ープログラム製品
ーその他
オフィス・システム／ワークステーション
年度経過に伴っての製品・サービス分類の変更について，セグメント別財
務報告における説明に注目する必要がある。それは1983年度以降， 1987年度
まで，ほぼ同じ説明であり，それに関連する次の説明は1987年度版の株主宛
年次報告書の通りである。
「IBM社の事業区分別報告に関する収益性分析」（末政） (571)11 
「一部の製品には当然複数の分類に属するものがあるが，この場合にはさ
まざまな要素に基づいて一特定分類に所属させている。期間が経過するにつ
れて，技術上の変化や市場における認知あるいは顧客の使用状況の結果とし
て，既存の分類法では製品が重複したり，分類を統合したり，あるいは分類
を細分化することを必要とする傾向がある。一例を挙げれば，市場の需要
が，周辺機器（例えば印刷装置）を表示装置，通信機器ならびにプロセッサ
ーに機能的に統合してワークステーションを構成することを可能にする，技
術的機能強化の必要性を創り出しているといえる。このような互換性ならぴ
に技術的進歩は，急激な変化にさらされることの少い産業に較べると，年を
単位とする期間比較の意味合いを減らす傾向がある。」と，
上記説明について，次の三点を考慮することが重要と思われる。
① 製品・サービスの分類は，業種によっては技術革新等に伴う新製品等の
重要性が高かまり，その分類も変ってくる。
③ そのような情況変化に伴う製品・サービスの分類変更は，監査上の「継
続性の変更」に該当しないものとして，公腿会計士の監査報告書では，何
等この点にふれられていないで， CleanOpinionが付されていることであ
る。
⑧ 上記の説明にも記述されているように，技術的進歩に伴う分類の変更は
各年度の期間比較の意味合いを減らす傾向にある点である。SEC向のForm
10-Kでも 3ケ年比較を原則にしており，それ以上の長期間の期間比較には
種々の制約条件が加わり，その期間比較が難しくなることである。
以上の諸点を考慮しながら，ここでは， 1982年度から1987年度にかけての
6ケ年間の比較分析をすすめることにしたい。
3. 事業区分（セグメント）別報告に関連する収益の分析
前述の如<.IBM社の1982年度から 1987年度までの6ケ年間の事業区分
（セグメント）別報告によるその基本的な数値情報は，前節における第5表
に要約されている。それは製品・サービス別分類による収益情報に限定され
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ている。その特徴は， 1981年度までに比して「米国外」，「米国」，「計」の三
組の数値に分けて表示することができる点である。しかし，この第5表によ
って財務分析を行う場合には，自から収益中心の分析に限られる。
事業区分（セグメント）別報告の財務分析において，その基本的な分析視
点は，先に述べた如<'① 各事業区分（セグメント）の独立的（単独的）
な視点からの部分業績の評価 ③ 各事業区分（セグメント）の業績の全社
的貢献度合の評価 ⑧ 特定の事業区分（セグメント）の他の事業区分（セ
グメント）への相互扶助的な貢献度合の評価が考えられる。しかし， ⑧の
他の事業区分（セグメント）への相互扶助的な貢献度合の評価は，硯行のセ
グメント別財務報告制度におけるセグメント情報ではそれが殆んど困難であ
ろう。従って，一般的には，①の独立的な部分業績の評価と，③の全社的貢
献度合の評価が中心になると思われる。また⑨の全社的貢献度合の評価につ
いても，セグメント情報は限られたものであり，その貢献度合の評価も限定
的にならざるをえないであろう。
上記の事業区分（セグメント）業績の評価を行うために，まず比率分析手
法を用いることにする。まず，第5表の数値により，各年度の売上高合計数
値を 100彩とした各製品・サービス別，さらには，米国外と米国，その計と
の割合を構成比率として算出したものが，次頁の第6表である。
第6表をみると，製品・サービス別分類の収益ウエイトの高さは，事業区
分（セグメント）別報告における配列順序と同じ順序になっている。まず，プ
ロセッサーが1982年度の29.53彩， 1983年度の26.73彩， 1984年度の25.95彩，
1985年度の24.25彩， 1986年度の25.68彩， 1987年度の25.80彩と，全休のほ
ぼ％の構成割合をコンスクントに維持している。
周辺機器については， 1982年度25.26%,1983年度27.33彩，1984年度25.36
鍬 1986年度21.98%, 1987年度19.53彩へと漸減している。
オフィス・システム／ワークステーションについては， 1982年度18.75彩，
1983年度19.98彩， 1984年度21.67彩， 1985年度21.04%,1986年度18.40彩，
1987年度19.24%であり，ほぼ20彩のウエイトを全社的に占めている。
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保守サービスは， 1981年度までデーク・プロセシングに含まれていたもの
であるが， 1982年度11.47%,1983年度11.39彩， 1984年度11.46彩， 1985年
度12.19鍬 1986年度14.46彩， 1987年度14.19彩へと漸次増加傾向にある。
これはプロセッサー，周辺機械器等の「賃貸方式」よりも「売上方式」に重
点が変更されていることに関連しているものと思われる。
プログラム製品については， 1982年度4.93彩， 1983年度5.73%,1984年度
6.96%, 1985年度8.32%,1986年度10.76彩， 1987年度12.61%へと着実に増
加している。 1982年度の4.93彩が， 1986年度及ぴ1987年度では10彩基準超え
る高さにまで全社的に貢献している。これは時代の進展に伴うソフトウエア
関係の伸ぴとして注目しなければならないであろう。
なお，比率上は小さいが， フェデラル・システムのウエイトが， 1982年度
2.50彩， 1983年度2.92彩， 1984年度3.58%,1985年度4.11%,1986年度4.14
%, 1987年度4.13%へと増加している。これは米国外へは全くなく，米国内
向だけの増加があることに注意を要するであろう。
なお，「米国外」と「米国」との関係についてみると，「米国外」向の総
収益は， 1982年度44.63%,1983年度42.45%,1984年度40.42彩， 1985年度
43.04彩であり，この4ケ年間は約45%以下のウエイトに止どまっていた。
1986年度は50.52彩， 1987年度は54.01彩となり，「米国」分よりも高い比重
を示している。この点，・「地域別セグメント情報」の分析において， さらに
考察しなければならない重要な事項であると思われる。
さらに，上記の各製品・サービスがどのような収益形態の内訳になってい
るか。第2表により1982年度及ぴ1983年度分の資料がそのために利用でき
る。第3表により1984年度及び1985年度の資料がまた利用できる。
しかし，第4表では1986年度及ぴ1987年度分の収益形態別の内訳デークは
示されていないので，それは利用できない。
各製品・サービス別の収益形態，すなわち売上高，賃貸料，サービス収益
別の数値について，特に各製品・サービスの合計額を 100彩基準として，各
収益形態の内訳パーセントで示すその構成比率の表を示したのが，次の第7
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表である。この表では，残念ながら，年次報告書の資料不足で1986年度及び
1987年度の分を整理し表示することができなかった。
第7表によると，第6表の補充資料として追加的な分析が可能と思われ
る。全社的にも，売上高とサービス収益の占める割合が大きくなり，賃貸料
のウエイトが， 4ケ年間だけみても1982年度32.36彩， 1983年度22.97彩，
1984年度14.32彩， 1985年度8.22彩へと低下している。各製品・サービス別
にみると， プロセッサー，周辺機器， オフィス・システム／ワークステーシ
ョンは，賃貸料のウエイトが低くなり，売上高のウエイトが非常に大きくな
ってきている点に注目すべきであろう。
保守サービスとプログラム製品は，収益形態としてサービス収益が100%
となっている。フェデラル・システム及ぴその他の事業は大部分が収益形態
としての売上高に属している。
さらに，各製品・サーピス別セグメントに対する独立的（単独的）な業績
の評価を行うためには，各セグメント自体の活動努力を前年度対比の伸び率
によってみることが考えられる。
その目的のため，第5表をもとにして前年度対比の伸ぴ率を計算したもの
が，次の第8表である。しかし， 1982年度の伸ぴ率は1981年度の比較対象と
なるデークが， 1981年度以前の分類と異なるためにそれが算出できなかっ
た。そのため，収益の伸び率は1983年度以降の5ケ年分に限られていること
になった。
そこで，第8表をみると，各セグメントの各年度別， さらに，「米国外」
と「米国」のそれぞれの伸ぴ率が相当変化していることがわかった。
プロセッサーは，米国外の分が各年度共に着実に伸ぴている。しかし，米
国の分は1983年度と1984年度が米国外の分以上に伸ぴているが， 1985年度，
1986年度及び1987年度分はマイナスの9.64彩，マイナスの 13.28%及びマイ
ナスの7.25彩と落込んでいる。
周辺機器は，米国外の分が各年度共ほぼ順調に伸ぴている。しかし，米国
分は 1983年度， 1984年度及ぴ1985年度の分が着実に伸ぴているが， 1986年
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度及び1987年度の分はマイナスの24.04彩及び同じくマイナス13.48%と大き
く落込んでいる。
オフィス・システム／ワークステーションは，米：国外の分が各年度共ほぽ
大きく伸びている。しかし，米国の分は1984年度の分が大幅に伸び， 1985年
度及び1986年がマイナスの 2.52彩及び同じくマイナス 24.13%と落込み，
1987年度に4.89%の収益増加に転じている。
保守サービスは，米国外及び米国の分共に， 1987年度の米国分のマイナス
8.17形の落込みを除き， 10数パーセント代の増加をなし， 1986年度には，米
国外の分は 39.39%の大きな伸びを示している。 1983年度以降の 5ケ年平均
でも，連結ベースで毎年約11彩の収益増加を示している。
プログラム製品は，米国外及び米国の分共に，各年度共に大きな伸びを示
し， 5ケ年平均をみても，米国外の分が毎年平掏40.02%の巨額の収益増加
をしており，米国の分も毎年平均25.11彩の大きな収益増加を示している。
プログラム製品によるソフト関係が時代の進展に伴い，この 5ケ年に相当大
きく伸びていることに注目しなければならない。
フェデラル・システムは全社的連結ベースでのウエイトは低いが， 1983年
度， 1984年度及び1985年度にかけて， 37.06鍬 39.88%及び25.05彩の大き
な収益の伸びは注目すべきである。このセグメントは，アメリカ連邦政府の
宇宙開発，国防関係先等に納入される製品・サービスによるもので，「米国」
だけに限られている。
デーク・プロセシング関係は， IBM社にとって重要なセグメントである
が， 1981年度以前と， 1982年度以降とでは分類基準が異なっている。そこ
(I) 
で， 1981年度以前と比較的可能にするため， 1982年度から1987年度分の資料
を1981年度以前と同じ明細表に組替整理すると，次の第9表のようになる。
この第9表を追加分析の資料として，その成長性の分析をなすことが有用
であると思われるので，前年度対比の伸ぴ率を算出することにした。それが
(1) 拙稿「IBM社の事業区分（セグメント）別報告 (1977年から1981年まで）に
関する財務分析」 (2) 関西大学商学論集第34巻第5号 41~42頁参照。
「IBM社の事業区分別報告に関する収益性分析」（末政） (579)19 
第9表 データー・プロセシング関係の収益 （単位：百万ドル）
製品種類 1982年11983年 1984年11985年11986年 1987年I6ケ年単純平均
機械関係 18,829121,121/23,571124,811124,425 24,5801 22,990 
保守サービス，プログラム製品及びその他18,1691 9,193110,696112,582115,207116.9031 12.125 
小計 2_6,998130,914134,267137,393139-_1>3{ 41,4831 35,115 
第10表 データ・プロセシング関係の収益の伸び率（前年度対比） （単位：％）
製品種類 11982年11983年 1984年11985年11986年 1987年I6ケ年単純平均
機械関係I△1.47/ 15.36 8.521 5.26△ 1.561 。.631 4.46 
保守サービス，プログラム製品及びその他 64.46 12.54/ 16.351 17.631 20.861 11.151 23.83 
小計 I12.151 14.50/ 10.851 9.12/ 5.991 4.671 9.55 
上の第10表である。
第10表によると，プロセッサーと周辺機器の合計としての機械関係は，
1982年度は前年度に対比してマイナス 1.47%であり， 1983年度15.36%, 
1984年度8.52%,1985年度5.26%と伸び， 1986年度マイナス1.56%,1987年
度僅かな0.63%の増と停滞している。この 6ケ年の平均でも， 4.46%の収益
の伸びに止どまっている。
保守サービス，プログラム製品及びその他の分は， 1982年度に 64.46%と
異常に伸び，その後も1983年度12.54%,1984年度16.35%,1985年度17.63%,
1986年度20.85%,1987年度11.15%と比較的高い伸び率を示している。これ
らは主としてサービス収益の形態が中心となっており，ハード面よりソフト
面の収益の伸びが高かったことを示している。
なお， 1982年度から1987年度にかけての 6ケ年平掏は，機械関係が4.46%
の伸びで，保守サービス， プログラム製品及びその他が23.83%の高い伸び
であったが， 1978年度から1981年度にかけての 4ケ年平均のそれは，前者が
10.80%, 後者が24.75%の伸ぴを示していた。従って，機械関係は1978年度
から1981年度にかけての4ケ年平均の伸び率の約40%にまで下落しており，
20(580) 第 35巻第 6 号
保守サービス， プログラム製品及びその他は1981年度にかけての 4ケ年平掏
の収益の伸び率と殆んど変っていないことが判明した。
データ・プロセッシング関係は， 1978年度より1987年度に至る10ケ年間を
みると，機械関係は10ケ年平均して毎年約7%の伸びになるが，保守サービ
ス，プログラム製品及びその他は約24.20%の10ケ年平均の毎年の伸びにな
っており，前者の約3.46倍も伸びていることが明らかになった。やはり，ソ
フト面の収益の伸びが高いものとして注目を要する。
以上，種々の角度から， 1982年度から1987年度までの製品・サービス分類
別の収益状況について検討してきたが，限られた資料ではセグメント別の収
益性の詳細な実態把握は困難である。セグメント別の営業利益の数値さえ判
明しない段階では，収益面のみの分析しかできなかった。さらに考察をすす
めるとすれば，製品・サービス別分類のセグメント収益と，損益計算書にお
ける区分収益別の利益計算との関連分析になるであろう。この点，次節で取
上げることにしたい。
4. 製品・サービス別分類の事業区分（セグメント）別報
告と損益計算書における区分損益との関連分析
以上のように，製品・サービス別分類の事業区分（セグメント）別報告に
おける収益のみの分析を中心に行ってきたが，次に問題になるのは，製品・
サービス別分類の事業区分（セグメント）別報告と損益計算書における区分
収益との関連である。
(1) 製品・サービス別分類の事業区分（セグメント）別報告における区
分収益と損益計算書との関連 ｀ 
損益計算書における区分損益計算についてみると， IBM社の損益計算書
自体で，複数の収益項目とそれに関連した売上原価項目が区分して表示され
ている。しかし，それらの区分収益別の売上粗利益自体は損益計算書上明示
「IBM社の事業区分別報告に関する収益性分析」（末政） (581)21 
されていない。
具体的に，各年度の損益計算書の区分収益についてみると， 1982年度から
1985年度までの 4ケ年間の年次報告書では，「売上高」，「賃貸料」，「サービ
ス」の3区分であり，それに関連する原価も「売上原価」，「賃貸料原価」，
「サービス原価」の 3区分になっている。
1986年度及び1987年度の年次報告書では，より明確な次のような 4区分の
表示になっている。
総収益：売 上
保守サービス
プログラム製品
賃貸料およびその他のサービス
?
価：売 上
保守サービス
プログラム製品
賃貸料およびその他のサービス
XXX 
XXX 
XXX 
XXX 
XXX 
XXX 
XXX 
XXX 
XXX 
XXX 
XXX 売上総利益
（以下略）
従って， 1986年度及び1987年度では区分収益も，その原価も各4区分にな
っており， 1985年度以前の損益計算書で明示されていなかった「売上総利
益」科目とその金額が明らかにされている点に特徴がある。
上記のような損益計算書の区分収益項目は収益形態を中心にした区分であ
ったが，前述の製品・サービス別分類の事業区分（セグメント）別の収益区
分は，基本的に商品・サービスの種類等を基礎にした区分である。このよう
な損益計算書の区分収益と，製品・サービス別分類の事業区分（セグメン
ト）別報告のセグメント区分収益との関係は，どのようになっているかを調
べることが必要であろう。そこで， それらの関係について， 1982年度以降
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63
) 
(2
,3
63
) 
周
辺
．
機
器
8,
68
2 
3,
31
1 
5,
37
1 
(5
,3
71
) 
(5
,3
71
) 
オフ
ィス
・シ
ステ
ム／
ワー
クス
テー
ショ
ン
6,
44
5 
3,
66
7 
2,
77
8 
(2
,7
78
) 
(2
,7
78
) 
保
守
サ
ー
ビ
ス
1,
69
3 
1,
69
3 
(1
,6
93
) 
(1
,9
63
) 
プ
ロ
グ
ラ
ム
製
品
3,
94
0 
3,
94
0 
(3
,9
40
) 
(3
,9
40
) 
そ
の
他
2,
53
6 
1,
23
8 
60
9 
68
9 
(1
,2
98
) 
(1
,2
98
) 
フ
ェ
デ
ラ
ル
・
シ
ス
テ
ム
ズ
85
8 
75
3 
10
5 
（
 
10
5)
 
（
 
10
5)
 
そ
の
他
の
事
業
63
 
62
 
1
 
（
 
1) 
（
 
1)
 
＾
 
ロ
計
34
,3
64
 
16
,8
15
 
11
,1
21
 
6,
42
8 
(3
,9
40
) 
(1
,6
93
) 
(1
1,
91
6)
 
(1
7,
54
9)
 
〔1
98
3年
〕
情
報
処
理
：
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
10
,7
38
 
9,
04
6 
1,
69
2 
(1
,6
92
) 
(1
,6
92
) 
周
辺
機
器
10
,9
83
 
6,
20
5 
4,
77
8 
(4
,7
78
) 
(4
,7
78
) 
オフ
ィス
・シ
ステ
ム／
ワー
クス
テー
ショ
ン
8,
02
7 
5,
75
2 
2,
27
5 
(2
,2
75
) 
(2
,2
75
) 
保
守
サ
ー
ビ
ス
2,
30
2 
2,
30
2 
(2
,3
02
) 
(2
,3
02
) 
プ
ロ
グ
ラ
ム
製
品
4,
57
7 
4,
57
7 
(4
,5
77
) 
(4
,5
77
) 
そ
の
他
2,
31
4 
1,
18
1 
48
5 
64
8 
(1
,1
33
) 
(1
,1
33
) 
フ
ェ
デ
ラ
ル
・
シ
ス
テ
ム
ズ
1,
17
6 
1,
02
8 
14
8 
（
 
14
8)
 
（
 
14
8)
 
そ
の
他
の
事
業
63
 
62
 
1
 
（
 
1)
 
（
 
1) 
＾
 
ロ
計
40
,1
80
 
23
,2
74
 
9,
23
0 
7,
67
6 
(4
,5
77
) 
(2
,3
02
) 
(1
0,
02
7)
 
(1
6,
90
6)
 
?
?
?
?
演 ?
?
?
?
a
,
 
<l!a 
損
益
計
算
害
項
目
事
業
区
分
（
セ
グ
メ
ン
ト
）
情
報
収
益
合
計
売
上
高
賃
貸
料
サ
ー
ビ
ス
保ピ
守ス
収サ
益ー
プ製
ロ品
グ収
ラ益
ム
賃貸
及び
ス収
そ益
の他
賃サ
貸
料
及
び
収
益
サー
ピ
ピー
ス
収
益
〔1
98
4年
〕
情
報
処
理
：
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
11
,9
19
 
11
,0
14
 
90
5 
（
 
90
5)
 
（
 
90
5)
 
周
辺
機
器
11
,6
52
 
8,
06
8 
3,
58
4 
(3
,5
84
) 
(3
,5
84
) 
オフ
ィス
・シ
ステ
ム／
ワー
クス
テー
ショ
ン
9,
95
5 
83
,0
0 
1,
65
5 
(1
,6
55
) 
(1
,6
55
) 
保
守
サ
ー
ピ
ス
3,
19
7 
3,
19
7 
(3
,1
97
) 
(3
,1
97
) 
プ
ロ
グ
ラ
ム
製
品
5,
26
6 
5,
26
6 
(5
,2
66
) 
(5
,2
66
) 
そ
の
他
2,
23
5 
1,
18
0 
43
5 
62
0 
(1
,0
55
) 
(1
,0
55
) 
フ
ェ
デ
ラ
ル
・
シ
ス
テ
ム
ズ
1,
64
5 
1,
12
3 
52
2 
（
 
52
2)
 
（
 
52
2)
 
そ
の
他
の
事
業
68
 
68
 
＾
 
ロ
計
45
,9
37
 
29
,7
53
 
6,
57
9 
9,
60
5 
(5
,2
66
) 
(3
,1
97
) 
(7
,7
21
) 
(1
6,
18
4)
 
〔1
98
5年
〕
情
報
処
理
：
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
12
,1
35
 
11
,6
47
 
48
8 
（
 
48
8)
 
（
 
48
8)
 
周
辺
機
器
12
,6
76
 
20
,3
25
 
2,
35
1 
(2
,3
51
) 
(2
,3
51
) 
オフ
ィス
・シ
ステ
ム／
ワー
クス
テー
ショ
ン
10
,5
33
 
9,
55
7 
97
6 
（
 
97
6)
 
（
 
97
6)
 
保
守
サ
ー
ピ
ス
4,
16
5 
4,
16
5 
(4
,1
65
) 
(4
,1
65
) 
プ
ロ
グ
ラ
ム
製
品
6,
10
3 
6,
10
3 
(6
,1
03
) 
(6
,1
03
) 
そ
の
他
2,
31
4 
1,
36
3 
30
1 
65
0 
（
 
95
1)
 
（
 
95
1)
 
フ
ェ
デ
ラ
ル
・
シ
ス
テ
ム
ズ
2,
05
7 
1,
43
9 
61
8 
｛
 
61
8)
 
（
 
61
8)
 
そ
の
他
の
事
業
73
 
73
 
A
 ロ
計
50
,0
56
 
34
,4
04
 
4,
11
6 
11
,5
36
 
(6
,1
03
) 
(4
,1
65
) 
(5
,3
84
) 
(1
5,
65
2)
 
「 IB
M~
(7
)
懺
灘
図
迄
蘊
壁
ri 涵叫
．が
愛猷
虚迅
蚤」
（洸
坪）
?
?
?
?
損
益
計
算
書
項
目
事
業
区
分
（
セ
グ
メ
ン
ト
）
情
報
収
益
合
計
売
上
高
賃
貸
料
サ
ー
ピ
ス
保ピ
守ス
収サ
益ー
プ製
ロ品
グ収
ラ益
ム
賃サ
貸ー
及ピ
びス
収そ
益の
他
賃サ
貸ー
料ピ
及ス
収び
益
収
益
〔1
98
6年
〕
情
報
処
理
：
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
13
,1
61
 
不
明
不
明
不
明
不
明
周
辺
機
器
11
,2
64
 
不
明
不
明
不
明
不
明
オフ
ィス
・シ
ステ
ム／
ワー
クス
テー
ショ
ン
9,
42
9 
不
明
不
明
不
明
不
明
保
守
サ
ー
ビ
ス
7,
41
3 
(7
,4
13
) 
7,
41
3 
(7
,4
13
) 
プ
ロ
グ
ラ
ム
製
品
5,
51
4 
(5
,5
14
) 
5,
51
4 
(5
,5
14
) 
そ
の
他
2,
28
0 
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
フ
ェ
デ
ラ
ル
・
シ
ス
テ
ム
ズ
2,
12
0 
不
明
不
明
不
明
不
明
そ
の
他
の
事
業
68
 
68
 
'ー
＾
 
ロ
計
51
,2
50
 
34
,2
76
 
（
不
明
）
（
不
明
）
7,
41
3 
5,
51
4 
4,
04
7 
(1
6,
97
4)
 
〔1
98
7年
〕
情
報
処
理
：
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
13
,9
89
 
不
明
不
明
不
明
不
明
周
辺
機
器
10
,5
91
 
不
明
不
明
不
明
不
明
オフ
ィス
・シ
ステ
ム／
ワー
クス
テー
ショ
ン
10
,4
29
 
不
明
不
明
不
明
不
明
保
守
サ
ー
ビ
ス
7,
69
1 
(7
,6
91
) 
7,
69
1 
(7
,6
91
) 
プ
ロ
グ
ラ
ム
製
品
6,
83
6 
(6
,8
36
) 
6,
83
6 
(6
,8
36
) 
そ
の
他
2,
37
6 
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
フ
エ
デ
ラ
ル
・
シ
ス
テ
ム
ズ
2,
23
8 
不
明
不
明
不
明
不
明
そ
の
他
の
事
業
67
 
67
 
A
 
ロ
計
54
,2
17
 
36
,3
45
 
（
不
明
）
（
不
明
）
7,
69
1 
6,
83
6 
3,
34
5 
(1
7,
87
2)
 
?
?
?
?
潰 ?
?
?
?
~゜
 
(U
:)
 
（
 ）
の
う
ち
の
数
字
は
筆
者
が
参
考
の
た
め
算
出
し
た
。
「IBM社の事業区分別報告に関する収益性分析」（末政） (585)25 
1987年度までの6ケ年間について整理することにする。それが前掲の第11表
である。
この第11表では， 1982年度から1985年度までの「売上高」，「賃貸料」，「サ
ービス収益」の他に1986年度及ぴ1987年度の損益計算書で始めて使用された
「保守サービス収益」，「プログラム製品収益」，「賃貸料およびその他のサー
ビス収益」の項目を加えており，さらに， 1977年度及び1978年度に使用されて
いた「賃貸料及ぴサービス収益」をも筆者の考えにより追加している。これ
は賃貸料並ぴにサービス関係の各種収益の集計したものを意味するもので，
セグメント別報告が始まった1977年度以降の各年度の数値を比較分析する場
合に便利であると思われるからである。
しかし，各製品・サービス別分類の事業区分セグメントの収益項目に見合
うそれぞれの売上原価相当額については，事業区分別セグメント報告と損益
計算書の資料のみでは，それらの区分別売上原価は明らかにされていない。
やはり，収益のみに関連する資料の分析しかできないと思う。
(2) 損益計算書における区分収益に謁連した収益性分析
A. 製品・サービス別分類の事業区分（セグメント）別収益と損益計算書
の区分収益との関連における構成比率
前述の第11表により，製品・サービス別分類の各事業区分（セグメント）
の区分収益の内訳が損益計算書における区分収益との関係で内訳整理された
数値として理解できる。さらに，この第11表をもとにして， 1982年度， 1983
年度， 1984年度， 1985年度， 1986年度及び1987年度について，各年度の各収
益項目別にそれぞれを 100%として，それぞれの内訳がどのような構成割合
を占めているかをパーセントで示したものが，次の第12表である。
この第12表によれば，損益計算書における収益形態としての売上高，賃貸
料，サービス収益，保守サービス収益，プログラム製品収益，賃貸料および
その他サービス収益，さらに追加的に賃貸料及ぴサービス収益毎における各
製品・サービス種類別の内訳が占める構成割合をそれぞれパーセントで表示
第
12
表
事
業
区
分
（
セ
グ
メ
ン
ト
）
別
収
益
と
損
益
計
算
書
の
区
分
収
益
の
構
成
比
率
（
単
位
：
％
）
損
益
計
算
書
項
目
事
業
区
分
（
セ
グ
メ
ン
ト
）
情
報
収
益
合
計
売
上
高
賃
貸
料
サ
ー
ビ
ス
保ピ
守ス
収サ
益ー
プ製
ロ品
グ収
ラ益
ム
賃サ
貸ー
及ピ
びス
収そ
益 の
他
賃サ
貸ー
料ピ
及ス
収び
益
収
益
〔1
98
2年
〕
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
情
報
処
理
：
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
29
.5
3 
46
.2
9 
21
.2
5 
(1
9.
83
) 
(1
3.
47
) 
周
辺
機
器
25
.2
6 
19
.6
9 
48
.2
9 
(4
5.
08
) 
(3
0.
60
) 
オフ
ィス
・シ
ステ
ム／
ワー
クス
テー
ショ
ン
18
. 
75
 
21
.8
1 
24
.9
8 
(2
3.
31
) 
(1
5.
83
) 
保
守
サ
，
ー
ピ
ス
4.
93
 
26
.3
4 
(1
00
.0
0)
 
(9
.6
5)
 
プ
ロ
グ
ラ
ム
製
品
11
.4
7 
61
.2
9 
(1
00
.0
0)
 
(2
2.
45
) 
そ
の
他
7.
38
 
7.
36
 
5.
48
 
10
.7
2 
(1
0.
89
) 
(7
.4
0)
 
フ
ェ
デ
ラ
ル
・
シ
ス
テ
ム
ズ
2.
50
 
4.
48
 
1.
63
 
(0
.8
8)
 
(0
.6
0)
 
そ
の
他
の
事
業
0.
18
 
0.
37
 
0.
02
 
(0
.0
1)
 
(0
.0
0)
 
A
 ロ
計
10
0.
00
 
10
0.
00
 
10
0.
00
 
10
0.
00
 
(l
Q0
.0
0)
 
(1
00
.0
0)
 
(1
00
.0
0)
 
(J
00
.0
0)
 
〔1
98
3年
〕
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
情
報
処
理
：
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
26
.7
3 
38
.8
7 
18
.3
3 
(1
6.
87
) 
(1
0.
00
) 
周
辺
機
器
27
.3
3 
26
.6
6 
51
.7
7 
(4
7.
65
) 
(2
8.
26
) 
オフ
ィス
・シ
ステ
ム／
ワー
クス
テー
ショ
ン
19
.9
8 
24
. 
71
 
24
.6
5 
22
.6
9 
(1
3.
46
) 
保
守
サ
ー
ピ
ス
5.
73
 
29
.9
9 
(1
00
.0
0)
 
(1
3.
62
) 
プ
ロ
グ
ラ
ム
製
品
11
.3
9 
59
.6
3 
(1
00
.0
0)
 
(
2
7
 .0
7)
 
そ
の
他
5.
76
 
5.
07
 
5.
25
 
8.
44
 
(1
1.
30
) 
(6
.7
0)
 
フ
ェ
デ
ラ
ル
・
シ
ス
テ
ム
ズ
2.
92
 
4.
42
 
1.
93
 
(1
.4
8)
 
(0
.8
8)
 
そ
の
他
の
事
業
0.
16
 
0.
27
 
0.
01
 
(0
.0
1)
 
(0
.0
1)
 
合
計
10
0.
00
 
10
0.
00
 
10
0.
00
 
10
0.
00
 
(1
00
.0
0)
 
(1
00
.0
0)
 
(1
00
.0
0)
 
(1
00
.0
0)
 
?
?
?
?
演 ?
?
?
?
《 <l!D 
損
益
計
算
嘗
項
目
事
業
区
分
（
セ
グ
メ
ン
ト
）
情
報
収
益
合
計
売
上
高
賃
貸
料
サ
ー
ビ
ス
保ピ
守ス
収サ
益ー
プ製
ロ品
グ収
ラ益
ム
賃サ
貸ー
及ピ
びス
収そ
益の
他
賃サ
貸ー
料ビ
及ス
収び
益
収
益
〔1
98
4年
〕
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
情
報
処
理
：
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
25
.9
5 
37
.0
2 
13
.7
6 
{
 11
. 
72
) 
(5
.5
9}
 
周
辺
機
器
25
.3
6 
27
.1
2 
54
.4
8 
(4
6.
42
) 
(2
2.
15
) 
オフ
ィス
・シ
ステ
ム／
ワー
クス
テー
ショ
ン
21
.6
7 
27
.9
0 
25
.1
5 
(2
1.
44
) 
(1
0.
22
) 
保
守
サ
ー
ビ
ス
6.
96
 
33
.2
9 
(1
00
.0
0)
 
(1
9.
 75
) 
プ
ロ
グ
ラ
ム
製
品
11
.4
6 
54
.8
3 
(1
00
.0
0)
 
(3
2.
54
) 
そ
の
他
4.
87
 
3.
96
 
6.
61
 
6.
45
 
(1
3.
66
) 
(6
.5
Z)
 
フ
ェ
デ
ラ
ル
・
シ
ス
テ
ム
ズ
3.
58
 
3. 
77
 
5.
43
 
(
6
.
 76
) 
(3
.2
3)
 
そ
の
他
の
事
業
0.
15
 
0.
23
 
＾
 
ロ
計
10
0.
00
 
10
0.
00
 
10
0.
00
 
10
0.
00
 
(1
00
.0
0)
 
(1
00
.0
0)
 
(1
00
.0
0)
 
(1
00
.0
0)
 
〔1
98
5年
〕
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
情
報
処
理
：
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
24
.2
5 
33
.8
6 
11
.8
6 
(9
.0
6)
 
(3
.1
2)
 
周
辺
機
器
25
.3
2 
30
.0
1 
57
.1
2 
43
.6
7 
(1
5.
02
) 
オ7
ィス
•シ
ステ
ム／
ワー
クス
テー
ショ
ン
21
.0
4 
27
.7
8 
23
.7
1 
(1
8.
13
) 
(6
.2
3)
 
保
守
サ
ー
ビ
ス
8.
32
 
36
.1
0 
(1
00
.0
0)
 
(2
6.
61
) 
プ
ロ
グ
ラ
ム
製
品
12
.1
9 
52
.9
0 
(1
00
.0
0)
 
(3
8.
99
) 
そ
の
他
4.
62
 
3.
96
 
7.
31
 
5.
64
 
(1
7.
66
) 
(6
.0
8)
 
フ
ェ
デ
ラ
ル
・
シ
ス
テ
ム
ズ
4.
11
 
4.
18
 
5.
36
 
(1
1.
48
) 
(3
.9
5)
 
そ
の
他
の
事
業
0.
15
 
0.
21
 
合
計
10
0.
00
 
10
0.
00
 
10
0.
00
 
10
0.
00
 
(1
00
.0
0)
 
(1
00
.0
0)
 
(1
00
.0
0)
 
(1
00
.0
0)
 
「 ?
?
?
?
?
?
?
?
?
＝
?
．
?
?
? ? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
」
（
?
?
）
?
?
?
?
損
益
計
算
書
項
目
事
業
区
分
（
セ
グ
メ
ン
ト
）
情
報
収
益
合
計
売
上
高
賃
貸
料
サ
ー
ピ
ス
保ピ
守ス
収サ
益ー
プ製
ロ品
グ収
ラ益
ム
賃サ
貸ー
及ピ
びス
収そ
益 の
他
賃サ
貸ー
料ビ
及ス
収び
益
収
益
〔1
98
6年
〕
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
情
報
処
理
：
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
25
.8
0 
不
明
不
明
不
明
不
明
周
辺
機
器
19
.5
3 
不
明
不
明
不
明
不
明
オフ
ィス
・シ
ステ
ム／
ワー
クス
テー
ショ
ン
19
.2
4 
不
明
不
明
不
明
不
明
保
守
サ
ー
ピ
ス
14
.1
9 
計
算
不
能
10
0.
00
 
(4
3.
67
) 
プ
ロ
グ
ラ
ム
製
品
12
.6
1 
計
算
不
能
10
0.
00
 
(3
2.
48
) 
そ
の
他
4.
38
 
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
フ
エ
デ
ラ
ル
・
シ
ス
テ
ム
ズ
4.
13
 
不
明
不
明
不
明
不
明
そ
の
他
の
事
業
0.
12
 
0.
20
 
＾
 
ロ
計
10
0.
00
 
10
0.
00
 
(1
00
.0
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「IBM社の事業区分別報告に関する収益性分析」（末政） (589)29 
している。
B. 損益計算書における区分収益の推移
上記の第12表との関連で，さらに損益計算書における区分収益を事業区分
（セグメント）別報告と同じ様に，「米国外」，「米国」，「計」の三欄に分け
た表示したものが，次の第13表である。
第13表によれば， 1982年度から1985年度までは事業区分（セグメント）別
報告の資料により，各区分収益項目別に「米国外」，「米国」の内訳区分した
金額が表示されている。しかし， 1986年度及び1987年度の分はそれに関する
資料が不明で表示することができなかった。区分収益項目については， IBM
社の損益計算書における収益科目に限定しないで，筆者が追加的に必要と思
われる「その他サービス収益」の項目を加えている。これによって，「保守
サービス収益」，「プログラム製品収益」及ぴ「その他サービス収益」の合計
額として，「サービス収益小計」が算出できる。さらにこれによって，「売上
高」，「サービス収益」，「賃貸料収益」の比較が1977年度以降，可能になるか
らである。
C. 損益計算書における区分収益の構成比率
次頁の第13表は，損益計算の区分収益科目に，事業区分（セグメント）別
報告における製品・サービス別分類資料を結合させた形で整理した明細表で
あった。この第13表をもとにして， 1982年度， 1983年度， 1984年度， 1985年
度， 1986年度， 1986年度及び1987年度について，各年度の収益合計を100%
として，それぞれの区分収益項目の米国外，米国，計の区分内訳が，収益合
計に占める構成割合をバーセントで表示したものが，後の第14表である。
第14表によると， 1982年度は，米国外売上高20.49彩，米国売上高28.44
％，売上高計48.93彩である。サービス収益小計は18.71%, その内訳の米国
外分は8.87彩，米国分は9.84%である。賃貸料収益の計は32.36彩であり，
その内訳の米国外分は15.27彩，米国分は17.09彩あでった。また， 1983年
度， 1984年度も同様にみることができる。さらに， 1985年度についてみる
と，売上高計は68.73彩であり，その内訳の米国外分は29.14彩，米国分は
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39.59%である。サービス収益小計は23.05%であり，その内訳の米国外分は
9.75鍬米国分は13.30%である。さらに賃貸料収益計は8.22%であり，米
国外分は4.15%,米国分は4.07%である。
このように， 1982年度以降の4ケ年で，全社的に占める各区分収益項目の
貢献割合が相当変化していることが明白になった。今一度，両者の比較を示
すと，次の如くである。
〔1982年度〕 〔1985年度J 〔差異〕t* 一米国外分 20.49彩 29.14彩 8.65% 
売 上 高 国分 28.44% 39.59彩 11.15% 
計 48.93彩 68.73% 19.80% ぃ一米国外分 8.87% 9.75% 0.88% 
サービス収益 計国分 9.84% 13.30% 3.46彩
18.71劣 23.05彩 4.34% 
ー米国外分 15.27% 4.15% △ 11.12彩
賃貸料収益ー米国分 17.09彩 4.07% △ 13.02彩
ー計 32.36彩 8.22彩 △ 24.14% 
合 計 100.00% 100.00% 0.00% 
従って，売上高とサービス収益のウエイトが全社的に高くなり，賃貸料収
益のウエイトがその分だけ低くなっていることがわかる。
1986年度及び1987年度分は資料不足で残念ながら，同じような分析は行う
ことができない。
D. 損益計算における区分収益の伸ぴ率
上記において，各区分収益項目が全社的に占める貢献度合をその構成比率
によってみてきた。ここでは，個々の区分収益自体が年度経過に伴ってどの
ように伸ぴてきたかによって，各区分収益の単独的な業績評価を行うことが
できるであろう。そこで，前述の第13表をもとにして，各年度分について前
年度対比で各区分収益がどのように伸ぴたかをパーセントで示した表が，次
の第15表である。
第15表では， 1982年度分について前年度対比での伸ぴ率を算出しなければ
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第16表 揖益計算書の区分収
1982年 1983年 1984年
摘 要
金 額 ％ 金 額 ％ 金 額 ％ 
売 上
す'"' 
16,815 100.00 23,274 100.00 29,753 100.00 
売 上 原 価 6,682 39.74 9,748 41.88 12,374 41.59 
売 上 粗 利 益 10,133 60.26 13,526 58.12 17,379 58.41 
賃 貸 料 収 益 11,121 100.00 9,230 100.00 6,579 100.00 
同 原 価 3,959 35.60 3,141 34.03 2,198 33.41 
差 引 粗 利 益 7,162 64.40 6,089 65.97 4,381 66.59 
サーピス収益 6,428 100.00 7,676 100.00 9,605 100.00 
同 原価 3,047 47.40 3,506 45.67 4,347 45.26 
差 弓I 粗 利 益 3,381 52.60 4,170 54.33 5,258 54. 74 
保守サーピス収益 (3,940) (100.00) (4,577) (100.00) (5,266) (100.00) 
同 原価 不明 不明 (2,289) (43.47) 
差 弓l 粗 利 益 不明 不明 (2,977) (56.53) 
プログラム製品収益 (1,693) (100.00) (2,302) (100.00) (3,197) (100.00) 
同 製品原価 不明 不明 (1,166) (36.47) 
差 弓l 粗 利 益 不明 不明 (2,031) (63.53) 
貨貸料及びその他のサー ビス収益 (11,916) (100.00) (10,027) (100.00) (7,721) (100.00) 
同 原価 不明 不明 (3,090) (40.02) 
差 弓I 粗 利 益 不明 不明 (4,631) (59.98) 
賃貸料及びサーピス収益 (17,549) (100.00) (16,906) (100.00) (16,184) (100.00) 
同 原価 (7,006) (39.92) (6,647} (39.32) (6,545) (40.44) 
差 り1 粗 利 益 (10,543) (60.08) (10,259) (60.68) (9,639) (59.56) 
売 上 高 （合計） 34,364 100.00 40,180 100.00 45,937 100.00 
売上原価（合計） 13,688 39.83 16,395 40.80 18,919 41.18 
売 上 総 利 益 20,676 60.17 23,785 59.20 27,018 58.82 
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益•原価，売上利益
1985年 1986年 1987年 6ケ年平均
金 額 ％ 金 額 ％ 金 額 ％ 金 額 ％ 
34,404 100.00 34,276 100.00 36,345 100.00 29,145 100.00 
14,911 43.34 16,197 47.25 17,332 47.69 12,874 44.17 
19,493 56.66 18,079 52. 75 19,013 52.31 16,271 55.83 
4,116 100.00 7,762 100.00 
1,503 36.52 2,700 34. 78 
2,613 63.48 5,062 65.22 
11,536 100.00 8,811 100.00 
4,689 40.65 3,897 44.23 
6,847 59.35 4,914 55. 77 
(6,103) (100.00) 7,413 100.00 7,691 100.00 6,618 100.00 
(2,561) (41.96) 3,032 40.90 3,417 44.43 2,825 42.69 
(3,542) (58.04) 4,381 59.10 4,274 55.57 3,793 57.31 
(4,165) 000.00) 5,514 100.00 6,836 100.00 4,929 100.00 
(1,194) (28.67) 1,519 27.55 1,957 28.63 1,459 29.60 
(2,974) (71.33) 3,995 72.45 4,879 71.37 3,470 70.40 
(5,384) (100.00) 4,047 100.00 3,345 100.00 5,124 100.00 
(2,437) (45.26) 1,958 48.38 1,904 56.92 2,347 45.80 
(2,947) (54.74) 2,089 51.62 1,441 43.08 2,777 54.20 
(15,652) (100.00) (16,974) (100.00) (17,872) (100.00) 16,856 100.00 
(6,192) (39.56) (6,509) (38.34) (7,278) (40. 72) 6,696 39.72 
(9,460) (60.44) (10,465} (61.66) (10,594) (59.28) 10,160 60.28 
50,056 100.00 51,250 100.00 54,217 100.00 46,001 100.00 
21,103 42.16 22,706 44.30 24,610 45.39 19,570 42.54 
28,953 57.84 28,544 55.70 29,607 54.61 26,431 57.46 
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ならないが， 1981年度の区分収益に関する分類が1982年度以降と異なるため
に，表示された一部分の計算を除き，殆んど算出はでなかった。
第15表によると，プログラム製品収益の伸びが個別的に一番高く，各年度
共， 1987年度の23.98%を除き， 1983年度以降の5ケ年間30数彩の涸い伸ぴ
率を示している。次いで，売上高の伸ぴ率が個別的に高くなっており， 1986
年度及ぴ1987年度を除き， 4ケ年間30%に近い伸ぴ率になっている。それに
対して，賃貸料収益は1983年度， 1984年度及び1985年度の数値をみると，約
28彩のマイナスの伸び率になっている。このような各区分収益の伸び率の状
況によって，上記のような全社的に占める各区分収益項目のウエイトが大き
く変化しているのである。
(3) 損益計算書における区分収益別の売上粗利益に関連した収益性分析
上述の如く，損益計算書における区分収益について，製品・サービス別分
類の事業区分（セグメント）別の区分収益との関連に注目して取り上げてき
たが， 1982年度以降はそのセグメント別の営業利益及び売上粗利益について
は， IBM社のセグメント別報告及び損益計算書で開示されていなかった。
しかし，各セグメント別の売上粗利益の収益性分析は投資家サイドから望ま
れる。そこで，制度的な報告として開示されていないセグメント別の売上粗
利益の分析は直接行うことはできないが，損益計算書における区分収益別の
売上粗利益の分析を通して，間接的ではあるが，製品・サービス別分類の事
業区分（セグメント）別の収益性分析を多少とも考えることができるのでは
ないかと思われる。そのような考え方により，損益計算書における区分収益
毎の売上粗利益を計算し，その売上粗利益に関する分析を取上げることにし
たのである。
A. 損益計算書における区分収益，その原価，売上粗利益の一覧表作成
IBM社の年次報告書における損益計算書においては，必ずしも，各区分
収益毎に，その収益額，売上原価額，売上粗利益額が個々に対応する形で表
示されていない。そこで， IBM社の損益計算書等の資料にもとづいて，筆
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者が区分収益，その原価，売上粗利益を個別的に対応する様に表示したもの
が，前掲の第16表である。
この第16表では， ドル金額のみでなく，各区分収益を 100彩として，それ
ぞれの原価，売上粗利益の占める割合を各パーセントで表示している。各区
分収益について， 1982年度から1985年度までは，「売上高」，「賃貸料」，「サ
ービス収益」の3区分であり， 1986年度及ぴ1987年度は，「売上高」，「保守
サービス収益」，「プログラム製品収益」，「賃貸料及びその他のサービス収
益」の4区分である。なお， 1986年度の株主宛年次報告書では， 1984年度及
び1985年度分も 4区分表示に修正再表示されている。「賃貸料及ぴサービス
収益」については，筆者が1977年度以降の比較可能性を保つために，特に追
加したが，これは参考資料である。
B. 損益計算書における区分収益別の売上粗利益額の推移
上記の第16表における区分収益別の売上粗利益の部分のみを取り出して，
各年度経過の推移をみやすいように整理したものが，次の第17表である。
第17表 損益計算書における区分収益別の売上粗利益額 （単位：百万ドル）
区分収益 11982年 11983年 11984年 11985年/1986年/1987年 1単位計髯
売 上 高 10,133 13,526 17,379 19,493 18,079 19,013 16,271 
賃貸料収益 7,162 6,089 4,381 2,613 (5,061) 
サービス収益 3,381 4,170 5,258 6,847 (4,914) 
保守サービス収益 (2,977) (3,542) 4,381 4,274 3,7虹
プログラム製品収益 (2,031) (2,974) 3,995 4,879 3,469 
賃サ貸ー料及ビびスそ及の収収他益びの (4,631) (2,947) 2,089 1,441 2,777 
賃貸料 (10,543) (10,259) (9,639) (9,460) (10,465) (10,594) (10,160) サーピス
合 計 [ 20,676 / 23. 785 , 27,018 / 28,953 [ 28,544 / 29,607126,431 
C. 損益計算書における区分収益別の売上粗利益額の構成比率
上記の第17表により，区分収益別の売上粗利益額の推移をみてきたが，そ
れら各区分収益別の売上粗利益額が全社的にみてどの程度貢献しているか
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を，企業全体の売上総利益に占める割合によって考えることができる。その
ため，第17表をもとにして，各年度の売上総利益を 100%とした各区分収益
のその年度の売上粗利益額の占める構成割合を計算した。それが次の第18表
である。
第18表損益計算書における区分収益別の売上粗利益額の構成比率
（単位： %) 
区分収益[1982年-I1983年/1984年 1985年 1986年 1987年 6 ケ年単純平掏
?
上
?
% %1 % %1 %1 %1 % 49.01 56.87 64.32 67.331 63.34 64.22 60.85 
賃貸料収益 34.64 25.60 16.22 9.02 -~21.37 
サービス収益 16.35 17.53 19.46 23.65 - - 19.25 
保守サービス収益 ー 一 (11.02)□五:蓋 15.35 14.43 13.26 
プログラム製品収益
賃貸料及ぴその他の
サービス収益
賃貸料及び
サービス収益
合 計
? ? ?_, (7. 52) (10. 27)□ ~12.07 
―, (17.14) (10.18) 7.31 4.87 9.88 
(50.99)1 (43.13)[ (35.68)[ (32.67)[ (36.66)[ (35.78)[ (39.15) 
100. 01 100. 01 100. 0/ 100. 01 100. 01 100. 01 100. 00 
第18表によると，売上高に関する売上粗利益が全社的に大きなウエイトを
占めている。それの1982年度は 49.01%, 1983年度は 56.87%, 1984年度は
64.32彩， 1985年度は67.33%, 1986年度は63.34%, 1987年度は64.22%の割
合を占め， 6ケ年平均でも 60.85%の高い割合になっている。これは1977年
(1) 
度から1981年度にかけての 5ケ年平掏42.77%に比べて大きな割合となって
いる。賃貸料収益の売上粗利益は年度経過に伴い急激にその割合を縮少して
いる。それの1982年度は34.64%, 1983年度は25.60免， 1984年度は16.22%,
1985年度は 9.02%となり，その 4ケ年平均でも21.37彩のウエイトになって
いる。さらに1986年度及び1987年度はその他サービス料を含めた賃貸料収益
が， 7.31%, 次いで 4.87%の割合しか占めていない。これは 1978年度から
(1) 拙稿「前掲論文」 51頁参照。
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(2) 
1981年度にかけての4ケ年乎均44.21彩に比べて，その全社的貢献割合が極
端に低くなっており， 10数年間のうちにほぼ10分の1以下になっているもの
と考えられる。サービス収益の売上粗利益の割合は漸増傾向にある。それの
1982年度は16.35彩， 1983年度は17.53%,1984年度は19.46%.1985年度は
23.65彩のウエイトであり，その4ケ年平均は19.25彩になっている。 1986年
度及び1987年度について，保守サービス収益とプログラム製品収益の合計，す
なわち，その他のサービス収益を除くサービス収益の計は， 1986年度は29.35
%, 1987年度は30.91%であり，ほぼ30彩近いウエイトにまで高まってきて
いる。これはソフト面での売上粗利益額の貢献が高まってきていることを意
味する。なお，サービス収益の売上粗利益は1978年度から1981年度にかけて
(3) 
の4ケ年平均12.53%であり， 1978年度の割合8.43%と比べて約3.5倍位比
重が高くなっていることがわかる。このような区分収益別の売上粗利益額の
構成割合の変化は，やはり区分収益別の収益額の構成割合の変化と合せて検
討すると興味深いものがある。
D. 損益計算書における区分収益別の売上粗利益額の伸ぴ率
各区分収益の売上粗利益額が単独的にみて， どのように推し移ているか
を，それぞれ前年度対比の伸ぴ率により考えることができるであろう。その
ために，比率計算したものが，次の第19表である。
第19表によると， ソフト面でのプログラム製品収益の売上粗利益額の伸び
率が一番高くなっている。 1984年度以前はサービス収益の中に含められてい
たため，その伸ぴ率は判明していない。それの1985年度は46.28彩， 1986年
度は34.47彩， 1987年度は22.13%であり，その3ケ年平掏でも 34.29彩にな
っている。売上粗利益額でのウエイトの高い売上高に関する売上粗利益額の
対前年比の伸び率は，漸減傾向にあるとみられる。それの1982年度は30.93
%, 1983年度は33.48彩， 1984年度は28.49彩， 1985年度は12.16%,1986年
度はマイナス7.25%,1987年度は5.17彩となっている。保守サービス収益の
(2) 拙稿「前掲論文」 51頁参照。
(3) 拙稿「前揖論文」 51頁参照。
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第19表 損益計算書における区分収益別の売上粗利益額の伸び率
（単位：％）
区分収益 1982年[1983年[1984年[1985年 1986年 1987年 16 ケ年単純平均
売 上 高
93%  5, % 40% 59. % % 
％ 彩
30. 33.48 28. 12.16△ 7.25 5.17 17.16 
賃貸料収益 5. △ 14.98 △ 28. △ 40.42 - ー△ 19.53 
サービス収益 20.92 23.34 26.09 30.22 25.14 
保守サービス収益 (18.98) 23.69 △ 2.44 13.41 
プログラム製品収益 (46.28) 34.47 22.13 34.29 
賃貸料及びその収他の
サービス 益 （△ 36.36) △ 29.11 △ 31.02 △ 32.16 
賃貸料及収 び
サービス 益 (9.89) △ (2.69) （△ 2.04) （△ 1.96) (10.62) (1. 23) (2.51) 
I 
合 計 19.29 15.04 13.59 7.16I '△ 1.41 3.72 9.65 
売上粗利益は， 1984年度まではサービス収益分に含められていたが， 1985年
度は18.98%, 1986年度は 23.69%, 1987年度はマイナス 2.44%となってい
る。賃貸料収益の売上粗利益の伸び率は， 1982年度は5.35%であるが， 1983
年度はマイナス14.98%, 1984年度はマイナス 28.05%, 1985年度マイナス
40.42彩であり，その 4ケ年平均はマイナス 19.53%である。 1986年度及び
1987年度は，その他サービス収益分との合計ではあるが，それの1986年度は
マイナス29.11%, 1987年度はマイナス31.02%となっている。このようにみ
ると， 1985年度以降，約30%以上のマイナスの伸び率になっている。
E. 損益計算書における区分収益別の売上粗利益率の検討
区分収益別の収益額，売上粗利益額の検討については既にみてきた。次
は，その両者に襲連する各売上粗利益率の推移を各年度別にみることが望ま
れる。各区分収益別の売上粗利益率は既に第16表において算出されているの
で，それから，各年度別に必要な数値のみを取り出して一表にまとめたもの
が，次の第20表である。第20表をみると，プログラム製品収益の売上粗利益
率はほぽ順調に増大している。しかし，あとの売上高等はむしろその売上粗
利益率が若千低下傾向にある。そこで，それらの年度経過に伴う伸び率によ
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第20表 損益計算書における区分収益別の売上粗利益率
（単位：％）
区分収益 / 1982年/1983年/1984年/1985年 11986年/1987年協純ヶ平悶
売 上 古向 彩 ％ ％ 彩60.40 26％ 58.12 58.41 52.31 55.83 
賃貸料収益 64. 65.97 66.59 65.22 
サービス収益 52.60 54.33 54.74 55.77 
保守サービス収益 (56.53) 55.57 57.31 
プログラム製品収益 ~ —I -(63.53) (71.33) 72.45 71.37 70.40 
賃貸料及びその収他の - (59. 98) (54. 74) 51.62 43.08 54.20 サービス 益
賃貸料及収 び (60. (60.68~(59.56) (60.44) (61.66) (59.28) (60.28) サービス 益
60 59.2 58.821 57.84 合計 55.70 54.61 57.46 
って，その変動傾向をみることが適切であると思われる。そのため，前年度
対比による変化率すなわち伸び率を算出した。それが次の第21表である。
第21表 損益計算書における区分収益別の売上粗利益率の伸び率（対前年度比）
（単位：％）
区分収益 11982年 11983年j1984年/1985年/1986年/1987年 1辛ケ悶
売 上 高 鍬 %1
堕9呵41△ ％ ％ぃt％ ％ 0.45△ 3.55 0. 3.00 △ 6.90 0.83 △ 2.22 
賃貸料収益 2.68 2.44 0. 4.67 0.35 
サービス収益 0.27 3.29 0.75 8.42 3.18 
保守サービス収益 - (2.67) 1.83 △ 5.97 △ 0.49 
プログラム製品収益 - (11.23) 1.57 △ 1.49 3.77 
賃貸料及びその収他益の
サービス -(△ 8. 74) △ 5.70 △ 16.54 △ 10.33 
賃貸料及収 び
サービス 益 (1.25) (1.00) （△ 1.85) (1.48) (2.0) （△ 3.86) (0.01) 
合 計 0.91 △ 1.611△ 0.64 △ 1.671△ 3.70△ 1.96 △ 1.45 
第21表をみると，各区分収益別の収益額及ぴ売上粗利益額の伸び率が比較
的大きく変化していたのに対して，この売上粗利益率の伸び率は変化が小さ
い。プログラム製品収益の1985年度の11.23%, 賃貸料及びその他サービス
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収益の1987年度のマイナス 16.54%を除いて，あとの数値はプラス又はマイ
ナスの数パーセント代の変動のみしかない。これは各区分収益毎の収益額の
大きな増減にも拘らず，一定の売上粗利益率を維持しようとした結果による
ものと思われる。それは IBM社の業界における優位性と経営者の経営努力
によるものと考えられる。しかし， 1986年度及び1987年度にかけて各区分収
益毎の売上粗利益率が低下傾向を示していることに，注目すべきである。
以上の如く，本節では，損益計算書における各区分収益，その売上粗利益
の分析を通して，製品・サービス別分類の事業区分（セグメント）の収益性
分析に何んとか役立てようと種々検討を加えてきたが，それは間接的である
が有益なものと考えられる。しかし，公表された資料のみでは，事業区分セ
グメント別収益そのものの分析に直接寄与させることが難しい面がある。
5. むすび
IBM社の1982年度から1987年度にかけての 6ケ年間の「事業区分， なら
びに製品・サービス分類別，総収益」として記載されたセグメント別財務報
告を中心にして，その収益性の分析を種々試みてきた。
しかし， 1981年度以前の「事業区分（セグメント）別報告」によって開示さ
れた情報とは異なり， 1982年度以降の製品・サービス別分類中心の事業区
分（セグメント）別報告によって開示された情報は，事業区分セグメント別収
益に関するものに限定されていた。そのため，その収益性分析も資本利益率
分析等は行いえず，それは収益中心の分析にならざるをえなかった。
事業区分（セグメント）別の収益中心の分析に，売上高，賃貸料，サービ
ス収益等の区分収益形態の分析をも取り入れることにより，損益計算書にお
ける区分収益別の収益，その原価，売上粗利益の分析を関連づけて考察する
ことが可能になった。そのような関連分析を行うことにより，さらに事業区
分（セグメント）別の収益性分析を補完的に捉える側面が見出せたのではな
いかと考えることができる。
「IBM社の事業区分別報告に関する収益性分析」（末政） (603)43 
収益形態別の区分収益に関する分析において， 1986年度及ぴ1987年度の事
業区分（セグメント）別報告では，その内訳明細としての売上高，賃貸料，
サービス収益の情報が省かれていたため， 1985年度以前と同様の分析が行え
なかった。これは投資家サイドからみて好ましい傾向ではない。その反面，
損益計算書における区分損益の開示が， 1986年度及び1987年度は4区分に増
えており，これは収益性分析の一部の側面では評価できるであろう。
1981年度以前の事業区分（セグメント）別収益の分析に比べて， 1982年度
以降，それに関連する側面で優れていることは，米国外，米国，連結合計の
三つの数値が各セグメントの内訳資料として分析に活用できた点である。
以上の諸点から考慮して，限られたセグメント情報のもとでは，その収益
分析も十分に行うことは困難である。やはり，投資家保護目的からは，強制
開示条件に該当しない場合でも，自主開示 (voluntarydisclosure)の面に
から，まず企業側のセグメント情報開示への積極的な姿勢が待たれる。
